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【教育・まちづくり部会】＜まちづくり・行財政分野＞

事業計画

登録No 一次評価 二次評価 総合評価 結　果 左記の評価を選択した具体的な理由 二次評価対象 結 果 左記の評価を選択した具体的な理由 結 果 具体的評価理由

町民との対話・参画しやすい 広報おこっぺ発行事業

環境づくり

町勢要覧作成事業

コミュニティ活動の充実 地区会館管理事業

環境づくり

地域間交流の推進 興部町ふるさと応援寄附事業

適正な行財政運営 財政一般経費

・財務会計システム整備事業

賦課徴収費一般経費

・固定資産データ修正事業

賦課徴収費一般経費

・固定資産税標準宅地鑑定評価事業

地方税電子化システム構築事業

１ 継　続【現状維持】　２ 継　続【拡　充】　３ 継　続【縮　小】　４ 継　続【統　合】　５ 終　了　６ 休　止　７ 廃　止

対象外 1

地方税の電子化を構築することにより、納税者の利便性の向上
が図られ、税務行政の効率化をするためには、必要不可欠な事
業と考える。 対象外6 - 8 218 税 務 財 政 課 1 1

1 対象外 1

不動産鑑定士による鑑定評価価格の活用は、固定資産評価基準
第12節に定められており必要不可欠な事業と考える。

対象外6 - 7 217 税 務 財 政 課 1

土地、家屋の異動情報を反映させるために公図・ＣＤの修正を
することは、課税客体を正確に把握するためにも重要なことで
あり、公平性を補完する意味でも必要不可欠な事業と考える。 対象外6 - 6 216 税 務 財 政 課 1 1 対象外 1

1

予算編成から決算までの一元管理により、財務会計事務の効率
化・省力化を図り、財政計画や財務諸表等の整備を図り、健全
な財政運営を推進する上でも必要である。 対象外6 - 5 220 税 務 財 政 課 1 1 対象外

26 - 4 210
ま ち づ く り
推 進 課 2 2

1 対象外 1

自治会活動の拠点として、継続的に施設の維持管理をする必要
がある。

対象外

2

二次評価のとおりとする。

2

制度の積極的な活用により、地域に対する関心や愛着を深め、
交流人口拡大等のきっかけとして地域活性化や人口減少対策に
資する効果も期待されることから、必要な事業である。また返
礼品の地場産品基準や経費率の厳格化など指定時の制約が厳し
くなってきているが、蓄積されている寄附データに基づき効率
的なPRを実施し寄附の増加を図る。

○ 2

一次評価の通り２継続【拡充】が妥当。
寄附金額が増えている。今後も増加が続くように、PR等も含
めた取り組みの強化、返礼品の工夫や充実を目指していって
もらいたい。返礼品では水産加工品の件数が多いようなの
で、寄付金の用途として水産加工への支援をより強化するこ
となども検討してはどうか。

町全体の広報媒体として重要なツールであり、町長・町議会議
員選挙の年に作成する。

対象外

6 - 3 209 総 務 課 1

6 - 2 207 住 民 課 1 1 対象外 1

6 - 1 206 住 民 課 1 1 対象外

二次評価のとおりとする。

1

町政の内容や町内の各種行事などの情報を、町民に対して広報
する唯一の媒体であり、今後も必要であると考える。今後も一
人でも多くの町民に見てもらえるよう、構成の工夫を行う。

○ 1

一次評価の通り１継続【現状維持】が妥当。
現在の広報は、内容や写真等の工夫がされている。インタ
ビューや特集等、企画の面で読んでみたいと思ってもらえる
紙面になるようにさらに工夫していってもらいたい。
今後に向けては、受け取り方も含めて電子版との併用につい
ても検討していってはどうか。
行事の一覧化等、お知らせやチラシ類も含めて、よりわかり
やすく無駄がないようにしていってもらいたい。

1
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